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概 要

わが国でも，環境省が 2009 年から米国のWhole Effluent Toxicity (WET) を参考にして，生物

応答を用いた排水・環境水の評価・管理システムの導入を検討しているが，海外では欧米をはじ

め韓国や台湾で法管理として導入されている。本稿では，米国の WET をはじめカナダの Envi-

ronmental Effect Monitoring (EEM)，ドイツの排水課金制度，英国のDirect Toxicity Assessment

(DTA) などの欧米だけでなく，韓国や台湾における生物応答を用いた排水と放流先水域などの管

理手法について紹介することによって，国内の有効な法規制の早期導入に向けた契機となることを

期待する。
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1．は じ め に

排水中に含まれる多種多様な化学物質群による総

体的な生物影響を管理するには，単独の化学物質の濃

度を把握するだけでは不十分であることから，海外に

おいて 1950 年台からバイオアッセイが広く利用され，

1980 年台以降には積極的に排水や水環境管理手法と

して利用されてきた。これは，排水の放流先の水環境

において必要とされる水質要件 (水質基準値や生物相

など) を満たすための Best Available Technology

(BAT：利用可能な最善の手法) として，バイオアッセイを

用いた評価が有効となるケースが多いからである。

しかしながら，わが国ではその流れに大きく遅れ，

排水や水環境管理は一貫して個別の化学物質の濃度で

の評価・管理にとどまってきた。日本の環境省は平成

21 年 (2009 年) 度に米国の Whole Effluent Toxicity

(WET：全排水毒性) を参考にして，バイオアッセイに

よる排水・環境水の評価・管理を実施する手法の導入

に向けた調査・研究および法運用の検討を開始し1)，

2010 年 2月には米国から EPA (環境保護庁) や州行

政，民間環境コンサル会社より 4 名の専門家を招聘

して「米国における WET システムに関するセミ

ナー｣2) を開催している。その後，2012 年 1 月には，

米国だけでなく，カナダや韓国から法制度運用や関連

課題研究に従事している専門家を招き，「諸外国にお

ける生物応答を用いた排水管理手法に関するセミ

ナー｣3)を開催して議論を深め，2013 年 3月には国立

環境研究所が環境省請負事業にて作成した「生物応答

を用いた試験法 (検討案)｣4)が公表されている。

最近になってこのようなバイオアッセイによる水環

境管理の機運が高まった原因の 1つは，隣国の韓国に

おける水質生態系保全法運用の中での韓国版WETの

導入であり，既に 2011 年には運用が開始している。

また，台湾においても水汚染防止法の中で 2013 年よ

りバイオアッセイによる管理が導入された。ところが，

国内では差し当たり排水規制値を導入することを断念

し，水質汚濁防止法に測定項目として盛り込むものの，

自主管理制度での導入を進める動き5)が見られる。

そこで本稿では，最初に参考とされた米国のWET

やカナダの Environmental Effect Monitoring (EEM：

環境影響モニタリング) に代表される北米での事例にはじ

まり，ドイツやフランス，英国といった EU 諸国での

活用事例，韓国版 WET の概要など様々な海外の排

水・環境水管理へのバイオアッセイの活用事例につい

てまとめ，今後のわが国における「日本版WET」の

制度設計についての展望を示す。

2．北米の事例

2. 1 米 国

米国では，1950〜60 年台の深刻な水質汚濁の問題

を経て，1969 年には油汚染が深刻なオハイオ州ク

リーブランド市のカイヤホガ川からの発火による火

災などをきっかけに EPA (環境保護庁) が発足した。
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1972 年には連邦水質汚染防止法 (1977 年には Clean

Water Act：CWA に改称) が改正され，全国汚染

物質排出削減システム (NPDES) が発足した。この

NPDES では，CWAの目標である Fishable and Swim-

mable (魚釣りができて，泳ぐことができる) 水域の実現の

ため，事業所からの有害汚染物質の排出認可制度を設

けており，認可がないとそれらの物質を公共用水域へ

排出できないことになっている2)。このような有害汚

染物質の排出を評価・管理する手法として EPAは有

害物質管理のための技術指針文書 (TSD)6)を作成し

て，Table 1のような個別化学物質の分析 (ケミカル

アッセイ)，WET試験 (バイオアッセイ)，生物相調

査の 3つからなる「有害物質制御のための統合的アプ

ローチ」を提案している。

州レベルでは，排水モニタリングの手法としてバイ

オアッセイが 1950 年台頃から利用されてきたが，連

邦レベルでは 1970 年台に入り，地区事務所などで急

性毒性 (生物の生死を評価) 試験法が開始され，1980

年台には短期慢性毒性 (生物の成長，繁殖性を評価)

試験も加わり，詳細な検討が実施された。さらに

1995 年に WET 試験法が公布 (2002 年に修正版7)が

公布) され，2000 年には詳細なリングテストが実施さ

れている8)。このような実績を踏まえ，現在ではWET

手法が広く水質基準やNPDES認可に活用されている

(歴史的経緯については，より詳細な文献1,8,9)を参照

されたい)。なお，試験法としては，魚類，甲殻類，

藻類など合計 16種の試験法が承認されており，研究

レベルでもこれらを活用して環境水中の水生生物 (ニ

セネコゼミジンコなど) の毒性物質の同定に活用され

てきた実績2,10,11)が数多くあるほか，有害影響が確認

された際に必要とされる TRE (Toxicity Reduction Evalu-

ation：毒性削減評価) や TIE (Toxicity Identification Evalu-

ation：毒性同定評価) の事例集12)も発行され，民間環境

コンサルティング会社を中心に民間事業場での対策に

応用され，大きなビジネスとなっている。

米国では，多くの州でNPDESプログラムが承認さ

れており，それに基づき，州毎に独自のWETクライ

テリア (急性と慢性の両方) が設定されている。州の

大半は 3ヵ月ごとに急性または慢性毒性のモニタリン

グを実施したり，NPDES認可にWET 制限値を盛り

込んだりしている。また，TSD において急性および

慢性毒性の両方について水質クライテリアが推奨され

ており，急性は 1時間平均値の CMC (Criteria Maxi-

mum Concentration) が 0.3TUa，慢性は 4 日間平均値

の CCC (Criteria Continuous Concentration) が 1.0

TUc に設定されている2)。ここで，これらの値はミキ

シングゾーンの境界線上の値であり，TUは Toxicity

Unit は毒性値の逆数に 100 を乗じたものである。つ

まり，CMCは急性毒性 (50% 致死または影響) の濃

度が試料の約 3.3 倍の状態，CCC はそのままの試料

を用いて慢性影響が認められない状態を表す。しかし

ながら，ミキシングゾーンの考え方は非常に抽象的で

あり，排水の日間・季節変動や河川の流量変動によっ

て大きく左右されるため，実際のところは事業所の最

終排水口で採取して，上記の様々な状況を考慮して希

釈倍率を推定してクライテリアを設定している (特徴

については韓国との比較として Table 2に示す)。

2. 2 カ ナ ダ

カナダでは，建国 (1867 年) 当時からある漁業法

において，魚類やその生息地ならびにその利用に関し

て有害な影響がないことが要件として含まれており，

カナダ環境保護法が 1985 年に制定されるまでは非常

に有効な規制であり，EEM (環境影響評価モニタリ
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Table 1 Components of an Integrated Approach to Water Quality-based Toxics Control6)

Control Approach Capabilities (可能性) Limitations (限界)

Chemical-Specific
(個別化学物質の分析)

Human health protection Does not consider all toxics present

Complete toxicology Bioavailability not measured

Straightforward treatability Interactions of mixtures (e. g., additivity) unaccounted for

Fate understood Complete testing can be expensive

Less expensive testing if only a few toxicants are present Direct biological impairment not measured

Prevents impacts

Whole effluent toxicity
(WET試験)

Aggregate toxicity No direct human health protection

Unknown toxicants addressed Incomplete toxicology (few species may be tested)

Bioavailability measured No direct treatment

Accurate toxicology No persistency or sediment coverage

Prevents impacts Conditions in ambient may be different

Bioassessments
(生物相調査)

Measures actual receiving water effects Critical flow effects not always assessed

Historical trend analysis Difficult to interpret impacts

Assesses quality above standards Cause of impact not identified

Total effect of all sources, including unknown sources No differentiation of sources

Impact has already occurred

No direct human health protection



ング) プログラムもこの法律の下に置かれている3)。

EEMの特徴は，金属採鉱業の排水規制 (MMER) と

パルプ・製紙工業の排水規制 (PPER) にて排水放流

認可に課せられた排水規制であること，2〜6年のサ

イクルで実施されること，排出者は使用物に関する情

報も開示しないといけないこと，そして水質調査や使

用物質の特性把握，毒性試験 (主として急性試験) だ

けでなく排水放流先環境における詳細な生物学的モニ

タリング調査 (主として魚類) や主要な化学物質濃度

モニタリングが含まれることである。

この EEMでは複数の事例が報告されている。1992

年当時には，カナダのパルプ・製紙工場の約 50%の

最終排水がニジマスに急性致死の影響を示していた3)

が，1996年からの EEMプログラム (2016年 4 月に

サイクル 7 が終了予定) により，有害物質の削減に大

きく寄与するなどパルプ・製紙工業界の EEMは大き

な成功をおさめている13)。また，近年は亜致死の影響

として，ニセネコゼミジンコを用いた繁殖試験のデー

タ収集も行われ，モニタリングの地点などの手法改善

に活用されている3)。また，1988 年からカナダ政府が

ケベック州と実施しているセントローレンス行動計画

(SLAP) では，事業所などの努力によって 1995 年ま

でに特定の事業所排水の毒性を 96% 削減するなど，

有害物質の排出を 90% 削減することに成功してい

る14)。

3．欧州の事例

欧州諸国では，1996 年の統合的汚染防止および

管理指令 (IPPC)15) や 2000 年の EU 水枠組み指令

(WFD)16)などを満たすため，各国で排水の管理にバ

イオアッセイが活用されている。より詳細は Power と

Boumphrey の総説17)や，英国に関する Whitehouse

らの総説18)などを参照されたい。ここでは，紙面の制

限からそれらの内容に最新の状況などを加えて簡潔に

まとめる。

ドイツでは，1976 年という古くから，排水令

(2004年改正19)) によってバイオアッセイが排水管理

に利用されてきた。米国などと同様に，基準値を超過

する場合，排水許可が下りないなど強制力が強いのが

特徴である。試験法には魚類 (動物愛護の観点から魚

類胚試験に移行)，ミジンコ，緑藻の急性毒性試験，

海洋発光細菌の発光阻害，変異原性試験 (umu-test) な

どが含まれている。また，1994年に制定された排水

課金法 (2005 年改正20)) により，様々な水質項目や

有害化学物質とともに，魚類胚への毒性試験結果が課

金制度に活用されている。

フランスでは，排水の定期的なモニタリングや排出

認可の発行時などに，魚類，ミジンコ，細菌，藻類な

どのバイオアッセイが活用されている。特にミジンコ

急性毒性試験は，定期的モニタリングに加えて，排水

課金の設定に活用されている。

スウェーデンにおいては，Whole Effluent Assess-

ment (WEA) が規制に導入されており，排水認可の

制度にも活用されている。急性・慢性の各種試験が利

用されており21)，STORKプロジェクトにより化学工

業を中心にデータが蓄積されているほか，強制力はな

く各郡によって状況は異なるが，カナダと同様の

EEMが導入されている2)。

英国では，IPPCやWFD を受けて Direct Toxicity

Assessment (直接毒性評価：DTA) の制度の導入に向け

て実証プログラムなどを大規模に実施してきた。その

中で 2005 年 (最新の 13 版は 2011 年) には DTA の

試験技術向上マニュアル22)，2006年にはガイダンス

文書23)が公表されている。試験法は淡水・海水の合計

7 種のいずれも急性毒性試験法が公表されている。

ほかにも欧州では，北アイルランドやスペインなど

で規制が実施されているが，Power と Boumphrey の

総説の段階では検討中の国も多く，2007 年に公表さ

れた OSPARのWEAのガイダンス文書21)からもその

詳細や進展状況が明らかでない国が多い。なお，研究

レベルでは多く報告があり，たとえばイタリアなどで

は 1990 年台初頭にミジンコの慢性試験を河川水に適

用した報告24)がある。
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Table 2 Components of WET system application in the US and South Korea25)

米 国 韓 国

規 制

法運用
連邦政府が運用，水浄化法 (CWA)，全国汚染物
質排出削減システム (NPDES)

環境部が運用，水質生態系保全法，水質環境保全
法施行規則

実施 州政府 市・道

対象
州ごとに管理方法が異なる (NPDES対象は 17万
事業所)，採水はミキシングゾーン端

約 1,400 事業所 (約 24,000 事業所に拡大予定)，採
水はEnd of Pipe

バイオアッセイ

試験 急性，慢性，合計 16種類 (州ごとに異なる) 急性 (ミジンコのみ)

実施 WET試験機関 (民間中心)，州ごとの認定制度 市・道 (証明書発行)，民間認定機関 (自主管理)

展開 生態リスク評価への応用研究が拡大 藻類，ミジンコ慢性，魚，細菌への拡大を検討

TRE/TIE
実施 環境コンサルタント，段階的削減計画 環境公団，民間試験機関，段階的削減計画

専門性 排水処理技術，生態毒性，環境コンサルタント 排水処理技術，生態毒性



4．韓国，台湾，オーストラリア等の事例

韓国の状況については，著者らが最新の状況につい

て詳細な報告25)をしているので，そちらを参照された

い。本稿では，その一部を簡潔にまとめる。また，オー

ストラリアなどについては，欧州同様に Power と

Boumphrey の総説17)を参照されたい。

まず，韓国版 WET については，①個別化学物質

による排水管理の限界，②COD などの一般水質項目

と毒性との低い相関，③複合影響による未知の影響

への懸念などの理由から 2002 年から米国のWET や

ドイツの排水課金制度を参考に検討を開始した。その

後 2007 年にバイオアッセイ試験法 (ミジンコの 24 時

間の急性試験) が公布され，2011 年 1月から水質生

態系保全法の中で運用が開始された。対象は下水処理

施設と一般事業所の両方を含み，試験結果が基準を超

過する場合，改善命令が出され，TRE/TIE を実施す

ることが求められる。Table 2に示すように，韓国の

WETの特徴は，米国では環境コンサルタントが担う

TRE/TIE を技術的な行政組織である環境公団がサ

ポートする点が挙げられる。2007 年〜2011 年にかけ

ては大手企業からの反発があったものの，基準や改善

機関，行政処分の緩和などを実施するとともに，大手

企業自らが厳しい自主基準を使って管理を推進したこ

とで，現時点では大きな混乱なく運用されている。特

徴的な運用として，生物影響の原因が塩である場合，

行政処分対象外とする制度を導入している (原因が塩

であることを証明する手続きが必要)。今後は，現在

ミジンコの 24 時間での評価を 48時間とし，業種の拡

大や河川評価への応用が検討され，藻類や魚，ミジン

コ慢性試験など試験種の拡大 (2017 年を目途の導入)

も予定されている。

台湾では水汚染防治法の下位法である水污染防治措

施及檢測申報管理辦法にて，2013 年よりバイオアッ

セイによる管理が導入されており，工業団地専用の下

水道システム，半導体製造業，光電材料 (オプトエレ

クトロニクス)，電子 (プリント) 回路基板製造業，

石油化学，化工，製紙などの業種の排水量が 20,000

m3/日以上となる場合，バイオアッセイ (急性試験：

魚 1 種類，甲殻類 1 種類) が要求される。一方中国で

は，排水のバイオアッセイに関する国家規格 (ミジン

コ，ゼブラフィッシュ，発光バクテリア，それぞれの

試験法) が 1990 年代に発布され，大学や公共の研究

機関で利用されているが，現時点での強制的な基準は

無い (化学物質の濃度規制が中心)。特記すべき内容

としては，業種別の排水基準において，製薬工業の排

水基準に急性毒性の項目が導入されており，発光バク

テリアを用いた評価 (塩化水銀に換算) が主に利用さ

れている。

ほかにもアジア太平洋地域では，オーストラリアや

ニュージーランドで既に導入が進んでいる。たとえば，

オーストラリアではシドニー近郊などで場合によって

認可に利用されているほか，TIE などの実施が求め

られるケースもある。なおその他のアジア諸国では，

EUの REACHに相当する化学物質の入口規制が導入

されている段階であり，排水のバイオアッセイについ

てはケーススタディのレベルにとどまっているケース

が多い。

5．お わ り に

上記にまとめたように (Table 3 に概要を示す)，

海外における水環境管理へのWET手法活用事例8

Table 3 Characteristics of bioassays used for effliuent management and regulatory requirement

国 規制・制度名称
バイオアッセイ

法定要件 制度の概要
急性 慢性

北米

アメリカ 水質浄化法 ○ ○
強制力有り
影響有の場合削減要求

WETとして 1987 年より運用
州毎の基準が設定

カナダ
漁業法，金属採鉱排水
規制，等

○ ○ 強制力有り
1950 年代より運用
Environmental Effect Monitoring の実施

欧州

フランス 排水許可発行 ○ ○
有り
影響有りで課徴金

生物種や評価軸を拡大中

ドイツ 排水賦課金制度 ○ ○
強制力の有り
影響有りで課徴金

産業毎の研究実施中

スウェーデン
産業排水特徴化ガイド
ライン

○ ○
有り
段階的手順

化学産業排水に対し 3段階の戦略作成

北アイルランド 環境保護庁法 ○ ○ 強制力有り
過大なコストのかからない最善技術に関するガ
イドライン有り

アジア

オーストラリア 水質ガイドライン ○ ○ 強制力有り 排水規制は州や地域毎に有り

韓国 総合毒性管理制度 ○ 検討中
強制力有り
影響有の場合削減要求

2011 年より運用
米国WETを参照

台湾 水汚染防止法 ○ ― 有り
2013 年より運用
一部業種に限る

日本 ― ― ○ ―
運用の必要性を環境省中心に検討中，2013 年 3
月に試験法マニュアル (案) が開示されている



米国，カナダ，EU 諸国 (ドイツ，スウェーデン，ス

ペインなど)，韓国，オーストラリアなどではすでに

バイオアッセイによる排水や放流先の水環境の直接評

価・管理 (それぞれ名前は異なるが米国などの

「WET 手法」に相当) に利用されている。その一方

で，英国では導入が途上であるほか，他の EU 諸国で

も導入に至っていない国もあるが，WFD や IPPCの

流れで，BAT としてバイオアッセイが活用される流

れは徐々に進んできている。国内では，2009 年の検

討開始から約 6年が経過したが，各関連機関での検討

課題が山積していることから，まずは水質汚濁防止法

の自主管理項目としてスタートする可能性が高いとさ

れる。前述したように韓国では 2002 年に検討が開始

されて，調整の結果としてアジアで最初となる 2011

年に韓国版WETの運用が開始され，その改良に向け

た議論が続けられている。わが国においても，導入の

ための放流先河川の水生生物への有害影響のエビデン

ス探しに躍起になるだけでなく，現時点で個別化学物

質のケミカルアッセイを補完して未知の複合的影響を

評価できる BATとしての管理を模索する議論が進む

ことが期待されるバイオアッセイ (WET 手法) が有

効な一つの「モノサシ」となるとの世界的な流れに逆

らうわけにはいかない。経済産業省や産業界，下水道

を管轄する国土交通省などとの協同により山積した検

討課題の議論が推進され，「優しい水を地球に還す」

といった概念のわが国の特長を活かした有効な環境規

制の導入が少しでも早まることを願う。また，統合的

な有害汚染物質の削減には，カナダなどで実施される

生物相調査とも有機的に組み合わせた EEMの有効性

は明らかであることから，日本版WETとその改良に

引き続き日本版 EEMの導入検討が望まれる。
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